
佐川町温暖化対策活動支援事業費補助金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条　この要綱は、佐川町補助金交付規則（平成９年佐川町規則第２０号。以下「規則」

という。）第２０条の規定に基づき、佐川町温暖化対策活動支援事業費補助金（以下「補

助金」という。）の交付に関し必要な事項を定めるものとする。 

（補助目的） 

第２条　町は、佐川町２０５０ゼロカーボンシティ宣言の実現に向け、町民主体の地球温

暖化対策に資する取組の推進を目的として、予算の範囲内で補助金を交付する。 

（補助対象者） 

第３条　補助金の交付の対象者は、次の各号のいずれかに該当する者とする。ただし、佐

川町の事務及び事業における暴力団の排除に関する規則（平成２５年佐川町規則第２３

号）第２条第２項第５号に規定する排除措置対象者は、交付の対象としない。 

（１） 町内在住の住民が過半数で組織するおおむね３人以上の団体又はグループ 

（２） 町内の自治会（複数自治会の連合組織を含む。) 

（補助対象事業等） 

第４条　補助金の交付の対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）は、次に掲げ

る補助対象事業とする。 

（１）　団体活動事業　地球温暖化対策に関する団体での活動の企画及び実施に関する

事業 

（２）　研修事業　地球温暖化対策に関する研修等の企画及び実施に関する事業 

２　補助金額及び補助の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、別表のと

おりとする。ただし、他の制度による助成がある場合は、補助の対象としない。 

（補助金の交付申請） 

第５条　補助金の交付を受けようとする者（次条から第１０条までの規定において「申請

者」という。）は、佐川町温暖化対策活動支援事業費補助金交付申請書（様式第１号。

以下「申請書」という。)を町長に提出しなければならない。 

２　申請書には、次の関係書類を添付しなければならない。 

（１）　実施計画書（様式第２号） 

（２）　収支予算書（様式第３号） 

（３）　その他参考となる資料 

（補助金の交付決定） 

第６条　町長は、申請書の提出があったときは、これを審査し、補助金交付の可否を決定

するものとする。 

２　補助金の交付を決定したときは、佐川町温暖化対策活動支援事業費補助金交付決定通

知書（様式第４号）により申請者に通知するものとする。 

３　町長は、補助金の交付を決定する場合において、適正な交付を行うために必要がある

と認めたときは、申請者に条件を付することができる。 

（補助対象事業の変更等） 

第７条　申請者は、次の各号のいずれかに該当する変更等をする場合には、あらかじめ佐



川町温暖化対策活動支援事業費補助金変更（中止）承認申請書（様式第５号）及び収支

予算書（変更）（様式第６号）を町長に提出し、承認を受けなければならない。 

（１）　補助対象事業の内容を変更する場合 

（２）　補助金の増額を必要とする場合 

（３）　補助対象事業を中止しようとする場合 

（実績報告） 

第８条　申請者は、補助対象事業が完了したときは、佐川町温暖化対策活動支援事業費補

助金実績報告書（様式第７号。以下「実績報告書」という。）を、補助対象事業完了の

日から起算して３０日を経過した日又は事業実施年度の３月末日までのいずれか早い日

までに町長に提出しなければならない。 

２　実績報告書には、次の関係書類を添付しなければならない。 

（１）　事業報告書（様式第８号） 

（２）　収支決算書（様式第９号） 

（３）　領収書及び事業の状況が分かる写真等 

（補助金の請求） 

第９条　申請者は、補助金の交付を受けようとするときは、佐川町温暖化対策活動支援事

業費補助金請求書（様式第１０号）を町長に提出しなければならない。 

２　申請者は、規則第１４条ただし書に規定する補助金の概算払の請求をしようとすると

きは、佐川町温暖化対策活動支援事業費補助金概算払請求書（様式第１１号）を町長に

提出しなければならない。 

３　町長は、前項の規定による請求が適当であると認めるときは、補助金を概算払するこ

とができる。 

（補助金の返還等） 

第１０条　町長は、申請者が次に掲げる各号のいずれかに該当するときは、補助金の交付

決定を取り消し、又は既に交付した補助金の全部若しくは一部を返還させることができ

る。 

（１）　虚偽その他不正の手段により、補助金の交付決定を受けたとき。 

（２）　この要綱又は補助金の交付決定に付した条件に違反したとき。 

（３）　第３条ただし書に規定する排除措置対象者と認められたとき。 

（４）　前３号に掲げるもののほか、補助金の交付が不適当と認められたとき。 

（その他） 

第１１条　この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、町長が別に定める。 

 

附　則 

この告示は、公布の日から施行する。 

 

 

 

 

 



別表（第４条関係） 

 
補助対象事業 補助金額 補助対象経費

 （１）　団体活動事業 ・補助金額は、１００,０００円

を限度とする。

・左記に掲げる事業

を実施するために要

する経費の全て 

・ただし、申請者（構

成員を含む。以下、同

じ。）が行う労務に対

する賃金や謝金等、

申請者に支払う経費

及び申請者の営利に

直接つながる経費は

除く。

 （２）　研修事業 

・サロン、ワークショップ等の

話合いの開催 

・勉強会、研修会等の実施（専

門家派遣） 

・先進地等への視察 

・その他地球温暖化対策に必要

な取組

・補助金額は、１００,０００円

を上限とする。 

・ただし、左記の項目について、

２つ以上実施することを必須

条件とする。

・左記に掲げる事業

を実施するために必

要な経費の全て 

・ただし、申請者が

行う労務に対する賃

金や謝金等、申請者

に支払う経費及び申

請者の営利に直接つ

ながる経費は除く。


